
   
 

 

 

 

 

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したも

のであり、実際の業績等は、今後さまざまな要因によって記載の見通しとは異なる可能性があ

ります。  
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平成 27 年３月期通期連結業績予想の修正及び特別損失の計上 

ならびに連結子会社の繰延税金資産の取り崩しに関するお知らせ 
 

平成26年5月15日に公表いたしました平成27年3月期通期連結業績予想数値を下記の通り修
正いたしましたのでお知らせいたします。また、特別損失の計上及び連結子会社の繰延税金
資産の取り崩しについて、併せてお知らせいたします。 

 

記 
 

１．業績予想の修正について 
（１）平成 27 年 3月期通期連結業績予想数値の修正（平成 26年 4月 1日～平成 27年 3月 31 日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 
百万円 

1,923 

百万円 

27 

百万円 

20 

百万円 

5 

円 銭 

0.69 

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 2,045 40 45 △16 △2.13 

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） 122 13 25 △21 ― 

増 減 率（％） 6.3 48.1 125.0 ― ― 

（ご参考）前期実績 

（平成 26 年３月期） 
1,693 28 24 15 2.41 

 （注）当社は、平成 25 年 10 月 1 日を効力発生日として、普通株式 1 株を 100 株に分割し、1 単元の株

式の数を 100 株とする単元株制度を採用しています。これに伴い、前連結会計年度の期首に当該

株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しています。 

 

（２）修正の理由 

   平成27年3月期におきまして、当社グループの主要な事業である情報セキュリティ体制構
築支援を手掛けるコンサルティング事業において、昨年発生した大規模な情報漏えい事件の
影響などを受け、情報管理の強化を求める企業の増加や本格運用が開始されるマイナンバー
制度への対応に関する受注の増加などにより、売上が想定以上に好調に推移いたしました。
また、当社グループは、「価値創造」の企業理念のもと、積極的に事業拡大と企業価値最大
化を目指し、既存顧客の掘り起こし及び新規顧客の開拓など営業活動の強化、顧客ニーズに
応える高付加価値サービスの提供など商品力の向上、異業種企業との連携による協業体制の
模索、安定的な収益確保を目指したビジネスモデルの探索、経費効率の改善、優秀な人材の
確保及び育成、予算進捗管理の徹底、並びにグループ連携等を推進してまいりました。これ
らの結果、売上高は、前回予想を122百万円上回る2,045百万円、営業利益については、全て
の事業子会社が営業利益を確保することで、計画を13百万円上回る40百万円となる見通しで
す。 

経常利益につきましては、営業利益が増加したことに加え、持分法適用関連会社に対す
る貸倒引当金の戻入益 4百万円を計上したことなどにより、前回予想を 25 百万円上回る 45
百万円となる見通しです。 
当期純利益につきましては、のれんの減損損失 42 百万円を特別損失として計上したこと

及び連結子会社の繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整額 5 百万円の増加により、
前回予想を 21 百万円下回る当期純損失 16百万円となる見通しです。 



   
 

 

 

 

 

（注）業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したも

のであり、実際の業績等は、今後さまざまな要因によって記載の見通しとは異なる可能性があ

ります。  

 

２．特別損失の計上について 

（１）連結決算におけるのれんの減損損失 

連結子会社である株式会社マーケティング・システム・サービスの業績に関し、平成 27

年 3 月期は前期に引き続き一定の営業利益を確保できる見込みであり、翌期につきまして

も営業利益を確保できる見通しです。しかしながら、2 年連続で営業利益が計画と比較して

未達となり、かかる要因を分析したところ、競合激化による販売価格の低下や外注費の増

加による売上原価率の上昇が見受けられました。このような状況にあることから、当社と

いたしましては、当初見込んでいた超過収益力の一部について確実とは認められないもの

と判断し、会計監査人である監査法人とも十分に協議した結果、会計上厳格かつ保守的に

見積もることが相当であるとの結論に至りました。これを受け、同社の将来業績を厳格に

見積もったうえで回収可能価額を慎重に検討し、のれん未償却残高の一部である 42 百万円

を減損損失として計上することといたしました。 

 

３．連結子会社の繰延税金資産の取り崩しについて 

当期及び今後の業績見通し等を踏まえた繰延税金資産の見直しにより、子会社の繰延税

金資産を 5百万円取り崩し、同額を法人税等調整額として計上いたしました。 

 

以 上 


